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新規道路の事業評価における新たな指標に関する検討 
―臨港道路東扇島水江町線を例としてー 
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Access city road for Higashi-Ogishima is only submarine tunnel now. Therefore, it has some problem. 
These are traffic jam on rush hour and redundancy. And then, it gets on new city road project. This study 
evaluates environment and disaster measure that does not include cost-benefit analysis. In the conclusion, 
Concern of environment can expect improvement 4 indexes and calculate benefit. These are CO2, NOx, 
PM and SO2. The total benefit is about 1.87 billion yen. Disaster measures can expect to cancel of a 
detour and improve other area. Weak point is improved about 1.5~3 points. 
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１． 序論 
(1) 研究背景 
川崎港は 1920 年頃から埋立てを開始し，1951 年に川崎 
市が港湾管理者となる，その後千鳥町，東扇島等が埋め
立てられている．現在東扇島との交通体系は，川崎港海
底トンネル・首都高速湾岸線・東京湾アクアラインで各
方面に通じており，京浜港物流拠点にふさわしい条件を
備えているが，慢性的な交通渋滞の発生や東扇島基幹的
広域防災拠点と市街地を結ぶ緊急輸送路のリダンダンシ
ー確保が課題となっている．さらに，羽田空港の拡張お
よび京浜港の国際競争力強化に向けた臨海部道路ネット
ワークの充実による物流機能強化が求められている． 
(2) 研究目的 
新規道路開設においての事業評価は現在，費用便益分
析が主流になっている．それには，環境および防災に関
する評価が含まれていない．特に臨港地区においては代
替道路が少なく，冗長性や渋滞に関して課題となってい
る．そこで，本研究で新規道路開設において環境および
防災に関する指標を検討することを目的とする． 
(3) 研究フロー 
研究フローを図 1 に示す．既往研究の調査および現況
調査を行い，交通需要予測を実施する．その後臨港道路
の開通の有無や首都高速道路湾岸線の通行止め等のそれ
ぞれの時間や距離等を算出し，それぞれ評価していく． 
(4) 既往研究および本研究の位置づけ 
環境分野に関しては，岩本ら 1)が，相模鉄道いずみ野線
延伸を事例として LRT 導入した場合，バス交通からの転
換における CO2 排出量削減を定量化した．稲葉
2)らは，
建設機械から発生する CO2・NOX・PM において評価を実
施し，貨幣換算価値を推計した．本研究では，これまで
の各研究者の結果を基に，自動車から発生する CO2・NOX
等の各指標を定量的に評価し，貨幣換算価値を推計する． 
 次に防災に関して述べるが，道路に関する論文はこれ
からであり，関根 3)らが，利用者均衡配分法を拡張したモ
デルにもとづいて地震災害後における交通需要予測と道
路網最大容量の推定を行った．宗次 4)は，道路の防災機能
の評価手法に関して述べているものの，特に評価等は行
っていなかった．本研究では，臨海部においてリダンダ
ンシーの確保および多重化におけるネットワーク性の向
上に関して新たな指標を検討することを目的とした． 
 
図 1研究フロー 
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２．現況調査 
(1) 道路交通 
図 2に現在のバス路線が通る主要道路を載せる．現在，
朝ラッシュ時間帯においては台町―夜光まで，夕方ラッ
シュ時においては千鳥町内―夜光までの区間において渋
滞が日常的におこっている．また，表 1 は平成 22 年の道
路交通センサスの情報である．各地点は図 2 に載せる．
現在は①夜光および④池上を比較すると④池上の方が混
雑しており，また平均速度も若干低くなっている．しか
し，②中島２丁目と③藤崎 4 丁目との比較では②中島 2
丁目の方が混雑している．なお，夜光より先千鳥町方面
は 4 車線になるため，4 車線道路上での台数で考えると，
132 号線の方が混雑することがいえる． 
(2) バス交通 
まず，現況川崎港周辺バス路線図を図 2 に表す．川崎 
駅東口から多数の系統のバスが通っているが，千鳥町ま
で川 04 系統が，東扇島まで 2 系統が乗り入れている．次
に，図 3 は川崎駅発の輸送力である．7 時台をピークとし，
東扇島方面に 22 本，千鳥町に 17 本あり，朝ラッシュ時
間帯へは各島へ，夕方ラッシュ時間帯は，川崎駅方面へ
と本数が多くなっている．また，現在の本数では積み残
しが発生しており，特に朝は川 04 急行バス・川 05 の特
急バスは川崎駅をほぼ満員で発車，川 05 の普通バスは，
途中から混雑し時には積み残している．川 07 も最近は混
雑してきており，各路線で増発が必要となっている．ま
た，夕方は東扇島地区で満員になることもあり千鳥町地
区での積み残しも課題となっている．なお，平成 23 年度
における輸送実績は 1 日あたり 17,895 人で営業係数は
121.8 であり，年間約 2 億円の赤字路線となっている． 
(3) 悪天候時の状況 
2012 年度において，爆弾低気圧や台風等の交通が乱れ 
る事が数回あった．特に今年の雪に関しては特に交通網
が乱れ，川崎港地区においても大幅に乱れた． 
まず図 4 においては，首都高の様子である．1 月 13 日     
の降雪から通行止めになり，復旧したのは 1 月 15 日の早
朝である．首都高速湾岸線は，雪のみならず 2012 年 4 月
3 日おける爆弾低気圧の発生や，同年 9 月 30 日の台風 21
号等においても比較的早い段階で通行止めになり，川崎
港周辺の交通網を麻痺させた． 
表 2 は，雪の日当日におけるバスの所要時間である．
当日のバスナビゲーションシステムを使用して各地点か
らの所要時間を測定する．調査箇所は，東扇島はダイワ
コーポレーション前停留所，千鳥町は東電前，川崎駅付
近として中島交番前を選定した．調査時間は，19:10～
22:07 である．表より通常では約 30 分の東扇島―川崎駅
までが約 3 倍の約 1 時間 30 分かかった．また千鳥町から
は約 2 倍の約 40 分~約 54 分程度掛かっていることがわか
った．今回は，ラッシュ時間帯より若干遅かった為若干
混雑解消していたが，最も混雑した 17 時台は東扇島から
川崎駅まで約 3 時間かかったとのことである． 
表 1 道路交通量 
路線 地点 
24時間
（台） 
混
雑 
車
線 
平均(km/h) 
上 下 
132 ① 夜光 32,306 1.23 5 36.0 18.3 
132 ② 中島 2 27,317 1.09 5 26.0 23.2 
水江 ③ 藤崎 4 17,826 1.03 4 23.4 24.5 
水江 ④ 池上 18,390 1.44 4 34.8 16.2 
 
 
図 2 川崎港周辺バス路線図 
 
 
 図 3 川崎駅発輸送力 
 
 
図 4 雪における首都高の状況 
 
表 2 1/14雪における所要時間表 
停留所 通常 雪 当日 
ダイワ 0:00 19:45 20:08 20:37 
東電前 0:05 20:36 20:52 21:27 
中島交番 0:23 21:07 21:36 21:57 
川崎駅 0:30 21:17 21:46 22:07 
東扇―川崎 0:30 1:31 1:38 1:30 
千鳥―川崎 0:25 0:41 0:54 0:40 
東扇―千鳥 0:05 0:51 0:44 0:50 
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３．交通需要予測（道路交通） 
(1) 交通需要予測の概要 
 本研究では，四段階推定法を準用した．流れとしては，
JICASTRADA を用いてパーソントリップ調査より OD 表，
ネットワーク，将来人口・就業者数等を考慮した OD 表
を作成し，交通量配分によって，需要予測をしていく． 
(2) 対象地域の選定 
パーソントリップ調査の OD 表(d-1)より，対象地域を
選定する．東扇島を着ゾーンとしたトリップ数で検討す
る．川崎市および横浜市で全体の 67.4%となっており，東
京都から 15.6%，川崎・横浜以外の神奈川県から 8.1%，
そのほかの地域から 8.9%である．今回は 2/3 を占める川
崎市と横浜市全域を対象地域とする． 
(3) 人口集計 
現況人口においては，パーソントリップ調査を(a-1)基
に計画基本ゾーンにおいての人口表を作成する．将来人
口に関しては，横浜・川崎市の将来人口推計では，区単
位なので，現況人口ゾーンの区における割合で算出した． 
(4) 道路ネットワークの作成 
対象地域の道路ネットワーク(図 5)を ArcGIS データコ
レクションスタンダードパック 2009 より作成する．今回
は，高速・幹線道路・地方主要道・県道・川崎区のみバ
ス道路を抽出し，最高速度と容量に関しても設定する．
また，ゾーン中心に関してはダミーノードを作成し各鉄
道駅の最寄りをゾーン中心とした． 
(5) 分担交通量分析 
まず，分担交通量分析を実施する．これは，手段ごと
に交通量を配分する分析である．今回は，交通手段の転
換を見込まないとし，パーソントリップ調査の自動車・
バイクの OD 表を作成することにした． 
ここで，現況再現性を上記 OD 表および，ネットワー
クそして，パラメータに整合性があるか，道路交通セン
サスにおける道路交通量とで，確認した．全体としては.
川崎港周辺に関わる 9 つの道路において 15.93%と 2 割弱
の誤差が発生しているがこの数値のまま使用することと
する.なお，道路交通センサスは 2010 年のデータを使用し
ており若干の誤差が発生する事が想定されるので,以上の
パラメータ及びネットワークを使用する． 
(6) 発生集中交通量 
原単位法を用いて生成交通量を算出する．またこれを
コントロールトータルとし，関数モデル法にて実施する．
各指標における推計結果を相関係数で見ると，0.9 以上で
あり統計的に有意と言える． 
(7) 分布分析 
現況パターン法（フレータ法）を用いた分布 
交通量の分析を使用した．将来OD表を作成したのちに，
東扇島および殿町における就業者数増加に関して考慮す
ることとした．東扇島においては 1,800 人分，殿町にお
いては 1,200 人分を現況の交通手段および各ゾーンの割
合ごとに分配して分析を実施する． 
(8) 交通量配分分析 
現況 OD 表及び 2020 年指標における OD 表を用いて，
道路ネットワークを 4 つ（開通前・開通後・湾岸線不通・
湾岸線のみ使用可能）のそれぞれのデータにおける道路
交通量を分析した．その結果が図 6 である．開通するこ
とによって，水江町方面への道路について約 2,500 台の交
通量が増加するが，千鳥町方面の道路交通量が 6,400 台減
る．また，水江町方面から湾岸線方面へ行く交通量が
1,800 台増え，分担と共に新たな交通量が発生することが
わかった． 
(9) 湾岸線が不通時における交通需要予測 
次に高速道路湾岸線が不通時における交通需要予測
を実施する．図 7 が交通量の結果である． 道路交通量
においては，現況夜光―千鳥町間は 27,100 台だが，開通
後 18,400 台と減少する．また東扇島方面においてもトン
ネルルートは 8,700 台減少し，開通後の橋を使用するル
ートが 8,700 台という結果になった． 
 
 
図 5 対象地域全体の道路ネットワーク（将来） 
 
   
図 6 将来道路交通量(左：現況・右：開通) 
 
  
図 7 湾岸線不通時将来道路交通量(左：現況・右：開通) 
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４．需要予測（公共交通） 
(1) ネットワークの作成 
国土数値情報を使用して川崎市および横浜市の公共交
通ネットワークを作成した．(図 8)また，本研究では 2019
年に開通する相鉄―東急直通線に関しても対応した． 
(2) 分担交通量分析 
 パーソントリップ調査における鉄道および都電・バス
の OD 表を合計して使う事とする．またその時の現況再
現を行う．鉄道においては，川崎市・横浜市のゾーン中
心においてある駅において精度があることから，今回は
そのパラメータで使用する． 
(3) 発生集中交通量分析 
 道路交通量の需要予測と同様，原単位法で算出する．
相関係数も 0.8 程度となり統計的に有意であった． 
(4) 分布交通量分析 
フレータ法で算出し，東扇島および殿町の就業者数増
加に関しても道路交通量需要予測と同様に考慮した． 
(5) 交通量配分分析 
 配分パラメータの設定として，モードを鉄道会社の料
金や輸送力毎に 10 に分けた．バス 2 種類・徒歩・私鉄 5
種類・JR2 種類である．各線の運行頻度および平均速度は
時刻表より算出し，入力した．ルート分担に関しては最
もコストが最小となるルートを選択する式を採用した． 
a) 現況における配分結果 
 図 9 左図より川崎駅から東扇島方面は 3,000 人，西側に
700 人，東側に 2,300 人の利用者が，横浜発は，西側 500
人，東側 1,000 人の利用者が推計された． 
b) 将来における配分結果 
図 9右図より川崎駅から東扇島方面は 3,400人の利用者，
西側に 1,200 人，東側に 2,200 人の利用者が推計された，
YCAT 発の利用者は，西方面に 600 人，東方面に 1,200 人
の利用者が推計され，それぞれ 400 人・300 人増加するこ
とがわかった．川崎からは約 7 便・横浜からは約 6 便の
増発が必要である． 
c) 将来新路線開設における配分結果 
 図 10 は，新路線開設の場合における利用者数である．
新路線は左側の橋を通過し，東扇島方面に向かう．結果，
1,200 人のうち 1,100 人が新路線に乗り換えることがわか
った．時間短縮等の効果がある事が要因である．なお，
朝・夕の急行バス計 15 便 900 人が新路線に乗車した場合，
利用者便益が 1 日約 4 万円発生する．また供給者便益は
約 2km 短縮するため 15 便で 3 万円発生する． 
d) 湾岸線不通時における配分結果 
 図 11に湾岸線不通時における川崎発の利用者数を載せ
る．YCAT からの利用者も追加されるため，合計 5,300 人
の利用者が見込まれる．このうち西側に 1,900 人，東側に
3,400 人の利用者が見込まれる．現況より 2,300 人多くな
る為朝の輸送力は 30 便増やす必要がある．  
 なお，対象地域外から来ている人考慮すると，川崎発
は約 1.36 倍，横浜発は約 1.12 倍した人が推計結果である． 
 
図 8 対象地域公共交通ネットワーク（将来） 
 
  
図 9 川崎発公共交通利用者数(左現況・右将来) 
 
   
図 10 新路線利用者数 図 11 湾岸線不通時利用者数 
 
５．環境指標に関する評価 
(1) 都市の低炭素施策評価概要 
 本研究では，国交省発行のガイドライン 5)に従い，道路
交通施策が都市の低炭素化に対してどれほど寄与するか
推計する．交通分野での CO2 排出量を推計するには，パ
ーソントリップ調査データを活用し，現況，2020 年にお
ける開通時および現況ネットワークでそれぞれ計測し比
較することとする．計測方法は以下の式(1)を用いる．ま
た，川崎市は自動車 NOx・PM 法の対象都市であり，規
制値が設けられている．SO2に関しても大気汚染に大きく
関与することから同様の方法で求めていく．なお，各指
標の排出原単位は，国総研資料第 571 号の道路環境影響
評価に用いる自動車排出係数の算定根拠を基に(表-3)率
をかけていくこととする．走行距離に関してはネットワ
ークから算出した最短経路インピーダンス距離を使用す
る．平均速度については，横浜・川崎市の平均速度に近
い時速 20km で，湾岸線不通時は時速 15km と仮定して算
出した．大型車混入率は，横浜市・川崎市の平均大型車
混入率を参考に算出し，約 18.7%であったためこれを基に
算出する．また，湾岸線が通行止めの日も考慮し，今回
は 10 日分通行止めとして計算する． 
 
    
Q=交通量(台) L=走行距離(km) K=排出原単位(g/台・km) 
　排出量   KLgCO Q)(2 (1) 
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(2)  CO2（二酸化炭素)削減量算出 
結果を表 4 に示す．2020 年指標においては 18,303t/年の
削減出来，貨幣換算価値 1t あたり 2,900 円で貨幣換算す
ると，年間約 5,300 万円の便益が発生する． 
(3)  NOX (窒素酸化物)削減量算出 
表 4より，年間 18.4t削減出来，貨幣換算価値を行うと，
NOX の貨幣換算原単位は人口集中地区において 292 万円
/t なので，年間約 5,400 万円の便益が発生する． 
(4)  SPM（浮遊粒子状物質）削減量算出 
表 4 より，年間 0.37t 削減出来，貨幣換算価値を行う
と，PM の貨幣換算原単位は人口集中地区において 1857
万円/t なので，年間約 700 万円の便益が発生する． 
(5) SO2（二酸化硫黄）削減量算出 
表 4 より，年間 0.56t 削減出来，貨幣換算価値を行う
と，SO2 の貨幣換算原単位は人口集中地区において 101
万円/t なので，年間約 50 万円の便益が発生する． 
(6) まとめ 
表 4 より 4 つの指標における排出量削減効果は，2020
年指標における単年度では約 1 億 1500 万円の便益が発生
することがわかった．次に，2016 年の開通から 2045 年ま
での 30 年間における総便益は，約 18 億 6500 万円となっ
た．なお，社会的割引率は 4%とした． 
 
６．防災機能に関する評価 
(1) 主要都市・拠点間の防災機能の向上 
 国交省発行 6)のマニュアルは，地方の主要な都市間にお
いて，災害時の孤立や大きな迂回を余儀なくされること
により，災害時の広域的な緊急物資の輸送に困難をきた
すおそれがある．そこで，耐災害性，多重性を変数とし
て，道路を整備することで，孤立や迂回解消度合いを等
級分けする．本研究では，地方の主要な都市間という点
を，東扇島―川崎市役所間ととらえて検証をすることと
する．なお，災害時通行不能箇所の整理として，台風や
大雪，震災等で通行止めとなる首都高速湾岸線は原則不
通とする．しかし，実際に 2.2m 以上の津波で浸水して道
路が不通になった場合，現況時においては首都高速道路
湾岸線の大黒・生麦周り（湾岸遠回り）または，浮島・
大師周り（湾岸近回り）のみになる場合が考えられる．
そのため，本研究においては，通常，臨港道路開通，湾
岸線近回り使用の 3 通りで，時間および距離(表 5)を算定
することとした．各計測方法の式は，時間(式 2)および距
離(式 3)に，結果は表 6 に示す．なお，各評価に関する概
要表 6 の下側を参照とする．なお，マニュアルでは A～D
評価のみであるが，津波 2.2m 以上の場合島から脱出でき
なくなる島が出てくるため，E 評価を追加した． 
 表 6 より，結果は東扇島地区に関しては東側において
も西側においても，臨港道路が開通した場合は耐災害性
の時間評価が 1.5 以下になることから B から A になり，
A 評価となった．また代替道路が出来る事から多重性（リ
ダンダンシー）に関しても×から○になった． 
表 3 各項目排出原単位 
排出指標 20km/h 15km/h 
g/km 年 小型 大型 小型 大型 
CO2 
2010 209.8 1013.8 237.1 1099 
2020 159.8 867.8 180.4 940.4 
NOX 
2010 0.168 4.084 0.175 4.493 
2020 0.081 1.224 0.084 1.363 
PM 
2010 0.010  0.237  0.010  0.262  
2020 0.002  0.024  0.002  0.026  
SO2 
2010 0.020  0.260  0.019  0.280  
2020 0.007  0.019  0.007  0.020  
 
表 4 各項目排出量 
単位:t 年 現況 開通 差 便益 
CO2 2010 2,614,493     (万円) 
2020 2,124,517 2,106,215 18,303  5,308  
NOX 2010 6,532.7       
2020 2,142.5 2,124.1 18.4  5,381  
PM 2010 379.2       
2020 43.25 42.88 0.37  691  
SO2 2010 456.6     . 
2020 65.70 65.14 0.56  57  
 
     時間迂回率 12 TTat
i       (2) 
     距離迂回率 12 LLal
i       (3) 
T1=主経路の所要時間（分）T2=迂回経路の所要時間（分） 
L1=主経路の走行距離(km) L2=迂回経路の走行距離(km) 
 
表 5 各所要時間および距離 
  
時間(分) 距離(km) 
通常 通常 迂回 湾岸 迂回 湾岸 
水江町 10 19 33 20.2 5.6 10.5 
千鳥町 13 23 30 19.1 6.3 12.2 
東扇西 16 14 32 18.1 10.6 6.8 
東扇東 18 16 29 18.1 10.6 10 
 
表 6 耐災害性および多重性評価表 
  評価 耐災 距離 時間 多重 
東扇西 
開通 A ◎ 1.56  1.14  ○ 
現状 B ○ 1.80  2.32  × 
東扇東 
開通 A ◎ 1.05  1.13  ○ 
現状 B ○ 1.80  1.55  × 
千鳥町 
開通 B ○ 1.65  1.69  × 
現状 B ○ 2.60  2.26  × 
水江町 
開通 B ○ 1.85  1.93  × 
現状 B ○ 3.58  3.36  × 
評価の概要 E:島から孤立 ◎は時間が 1.5 未満 
評価 耐災 多重   耐災 多重   
A ◎ ○ C × ○   
B ○◎ × D/E × ×   
 
次に千鳥町，水江町地区に関しては，評価は B のまま
だが，迂回距離・時間に関する数値向上した．なお，水
江町に関しては開通によって迂回ルートが新たに出来る． 
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(2)  ネットワーク全体の防災機能の向上 
ネットワーク全体の防災機能の向上においては，通常
時に比べて災害時は所要時間が長くなる恐れがあること
から，道路を整備することにより，到達時間の短縮の度
合いを計測する．国交省発行のマニュアル 7)に従い，災害
時においての所要時間および道路を整備することによる
到達時間の度合いを計測し，ネットワーク全体の防災機
能の計測を行う．なお，災害時については，現況時間を
雪の日にかかった所要時間をモデルとし，東扇島から川
崎中心部まで約 150 分・千鳥町―川崎駅が約 50 分かかる
道路容量を算出する．その結果，東扇島-千鳥町間は 3,600
台/日，千鳥町―夜光間は 8,000 台/日となった．また開通
後においても同様の道路容量および東扇島―水江町間も
3,600 台/日，水江町―池上新町を 8,000 台/日とした．評価
方法は以下式(4)の通りである．現在の弱点度をそれぞれ
求め，そこから改善度を求めていく． 
 
（4） 
 
T01=通常所要時間 T02=災害所要時間 
Tw=整備後災害所要時間 K=改善度 
 
なお，算定根拠となる，通常時における所要時間と災
害時における所要時間および開通後における所要時間に
関しては以下表 7 および表 8 を参照とする．上記表の見
方として，K>1 であれば，災害時におけるネットワーク
の連結性が向上し，K<1 であれば，災害時におけるネッ
トワークの連結性が悪化するとの見方である． 
その結果，表 8 より，臨港道路が開通することによっ
て，東扇島西および東地区で 2.9 と，臨港道路が開通する
ことによって大幅に連結性向上することが見込まれる．
また，千鳥町においても 1.81 となり，連結性向上が見込
まれる．しかし，水江町に関しては現在より所要時間が
かかってしまうので，改善度が 0.72 となった．だが，東
扇島の向上率と比較すると小さいことおよび所要時間に
ついては 7 分長くなることで済むので許容範囲とする． 
 
表 7 所要時間 
所要時間(分) 通常 災害 開通(災害) 
水江町 10 34 47 
千鳥町 13 54 30 
東扇島西 16 159 55 
東扇島東 18 159 55 
 
表 8 弱点度および改善度の算定結果 
改善度 前 後 改善 整備前 整備後 
水江町 3.40 4.71 0.72  災害時 災害時 
千鳥町 4.15 2.30 1.81     
東扇西 9.21 3.16 2.91 開通時 開通時 
東扇東 9.04 3.12 2.90     
７．結論 
（1） 需要予測や評価より得られた本研究の結論 
①公共交通需要予測より，将来利用者数の推計および増
便数が明らかに，また新規路線を開設した場合には利用
者が新路線に移り便益が発生することがわかった． 
②都市の低炭素化評価を用いた CO2 排出量および同評価
を準用した NOX・PM・SO2排出量は，臨港道路および現
況ネットワークを比較すると，30 年間総計約 18 億 6500
万円の便益が発生し，定量的に評価した． 
③迂回解消モデルにおける評価より，東扇島地区におい
ては B 評価から A 評価になる事がわかった．千鳥町・水
江町地区においては，評価は変わらないものの，各評価
に関する評価値に関して大幅に向上した． 
④連結性向上モデルにおける評価より，臨港道路整備後
において防災機能の改善度は，東扇島地区および千鳥町
地区において大幅に向上することがわかった．ただし，
水江町地区においては交通量が増加するため若干悪化す
るが，向上度合に比較すると小さいものであった． 
 本研究において，新たな指標として環境に関しては，4
指標において排出量を算出し，便益を貨幣換算価値で算
定し，費用便益分析に加える事が出来るところまで行っ
た．防災に関しては，迂回（リダンダンシー）に関する
改善度および所要時間においての改善度に関して評価ま
で実施することができた． 
 
(2) 今後の課題 
①災害時の需要予測において，ネットワークの広域化し，
災害時における需要予測をより精密化すること，災害時
は自動車等以外の手段における推計する必要がある． 
②環境指標に関しては，他の地域において適用する場合
には騒音・振動に関しての推計する必要がある． 
③防災指標に関しては，災害時における時間価値等を考
慮した上で，貨幣換算する必要がある． 
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